
■児童手当 

 

１ 支給対象者 

国内に居住し、高校生年代まで(18歳に到達してから最初の３月31日まで)の児童を養育(監護し、一定

の生計維持関係がある)している職員に支給されます。 

【注意点】 

※市町村等から支給を受けている場合、県職員としての採用に伴い、支給元を市町村等から県に切り替

える必要が生じます。支給元の市町村等にて、消滅の手続（市町村等での支給を止める手続）を必ず

行ってください。 

※児童にも国内居住要件等があります。児童が国外に居住している場合等にはお問い合わせください。 

 

２ 提出書類 

支給対象者のみ、以下の書類を提出してください。 

必須 

・児童手当認定請求書（様式第１号）及び児童手当受給者台帳（様式第７号） 

・児童手当認定請求書提出時チェック表 

・受給者及び児童の属する世帯全員の住民票（コピー不可、マイナンバーの記載がないもの）  

※本籍・筆頭者・続柄は省略不可 

・令和６年度課税証明書（令和５年分所得証明書）（コピー不可、児童手当用）※１ 

必須 

（後日提出可） 
・児童手当支給事由消滅通知書等の写し ※２ 

該当者のみ 

※４ 

・配偶者の令和６年度課税証明書（令和５年分所得証明書）（コピー不可、児童手当用）※３ 

・監護相当・生計費の負担についての確認書 

・児童手当の受給資格に関する申立書及び添付書類 

※ 申立書が必要となる事由によって、様式及び添付書類が異なります。 

詳細は、児童手当認定請求時チェック表を御確認ください。 

・父母指定者であることがわかる書類（父母指定者指定届受領証等） 

 

※１ ・扶養控除人数及び所得控除額の記載されたものを取得してください。 

・所得証明書は、令和６年1月1日現在の住所地で取得することになります。 

※２ 児童手当支給事由消滅通知書等が後日提出となる場合は、支給の最終月を確認したいため、 

支給を受けていた市町村（公務員だった場合は、前職場の問い合わせ先）を教えてください。 

※３ 職員本人の所得証明書において、配偶者が扶養控除対象配偶者又は特別控除対象配偶者になっていな

い場合には、配偶者の所得証明書も必要になります。 

※４ 該当者のみ提出が必要となる書類については、「児童手当認定請求時チェック表」を御確認くださ

い。 

 



 

 

３ 認定請求の期限等 

事実発生日から15日までに手続きが行われない場合は、手当を受給できない期間ができてしまいます。 

添付書類の取得に時間がかかるような場合は、「児童手当認定請求書」のみを先に提出してください。

（郵送の場合には、到達日に提出があったものとなります。） 

 

【例】４月１日付採用の場合 

 
旧支給者 新支給者（県） 

支給者 消滅日 支給 支給 認定請求の期限 

3/31まで公務員 所属庁 3/31 3月分まで 4月分から 4月15日まで 

その他 市町村 4/１ 4月分まで 5月分から 4月中 



【記載例】 児童手当認定請求書 



 

 

【記載例】 監護相当・生計費の負担についての確認書 

 


